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１．当行の業績
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（単位：億円）

06上期 07上期

（実績） （実績） 増減

業務粗利益 1,022 1,102 ＋80

国内業務粗利益 1,005 1,082 ＋77

資金利益① 807 879 ＋72 A

役務取引等利益② 170 181 ＋11 B

特定取引利益 4 5 ＋1

その他業務利益 22 15 △ 7

国際業務粗利益 17 20 ＋3

コアベース①＋② 977 1,060 ＋83

1. 当行の業績
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(1) 業務粗利益

07年度上期の業務粗利益は、前年同期比＋80億円（＋7.8％）の1,102億円。

コアベース（国内資金利益＋国内役務取引等利益）では、前年同期比＋83億円（＋8.4％）の1,060億円。

07年度の予想は2,250億円（前年度比＋133億円、＋6.2％）。

07年度上期の業務粗利益は、前年同期比＋80億円（＋7.8％）の1,102億円。

コアベース（国内資金利益＋国内役務取引等利益）では、前年同期比＋83億円（＋8.4％）の1,060億円。

07年度の予想は2,250億円（前年度比＋133億円、＋6.2％）。

前年同期との比較

「業務粗利益」の主な増加要因
A 資金利益の増加+72億円

⇒政策金利引上げによる利ざや改善+ﾎﾞﾘｭｰﾑ効果
B 役務取引等利益の増加+11億円

⇒投資型商品販売の増加
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1. 当行の業績

(2) コアベース業務粗利益増減要因分析

06年度の政策金利引上げ効果が反映され、資金利益は、前年同期比+72億円増加。

投資型商品関連収益の増加により、役務取引等利益は、前年同期比+11億円増加。

06年度の政策金利引上げ効果が反映され、資金利益は、前年同期比+72億円増加。

投資型商品関連収益の増加により、役務取引等利益は、前年同期比+11億円増加。
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ﾎﾞﾘｭｰﾑ要因
　▲1億円

+72 +11
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（単位：億円）

06上期 07上期

（実績） （実績） 増減

経　費 440 476 ＋36

人件費 155 179 ＋24 A

物件費 253 264 ＋11 B

税金 32 32 ＋0

OHR（％） 43.1 43.2 ＋0.1

1. 当行の業績
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(3) 経費・OHR

07年度上期の経費は、476億円（前年同期比＋36億円、＋8.1％）。OHRは43.2％。

07年度の予想は、980億円（前年度比＋79億円、＋8.7％）。

中期経営計画に従い、人的・物的投資が増加。OHRは一時的に上昇するも中計最終年度は41％台に回復見込み。

07年度上期の経費は、476億円（前年同期比＋36億円、＋8.1％）。OHRは43.2％。

07年度の予想は、980億円（前年度比＋79億円、＋8.7％）。

中期経営計画に従い、人的・物的投資が増加。OHRは一時的に上昇するも中計最終年度は41％台に回復見込み。

前年同期との比較

「経費」の主な増減要因
A 人員増などによるもの
B 新規出店・ＩＴ関連投資の増加、

ブランディング戦略などによるもの
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（単位：億円）

06上期 07上期

（実績） （実績） 増減

581 625 ＋44

17.12% 17.52% +0.40%

1.11% 1.14% +0.03%

実質業務純益

ROE（実質業務純益ベース）

ROA（実質業務純益ベース）

1. 当行の業績

(4) 実質業務純益

07年度上期の実質業務純益は、前年同期比＋44億円（＋7.6％）の625億円。

07年度の予想は、前年度比＋54億円（＋4.4％）の1,270億円。

07年度上期の実質業務純益は、前年同期比＋44億円（＋7.6％）の625億円。

07年度の予想は、前年度比＋54億円（＋4.4％）の1,270億円。

前年同期との比較

「実質業務純益」の増減要因
業務粗利益の増加：＋80億円
経費の増加：△36億円
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1. 当行の業績

(5) 与信費用・不良債権比率

07年度上期の与信費用は、前年同期比△43億円（△33.5％）の85億円。

07年度の予想与信費用は、160億円（前年度比△17.4％）、与信費用比率は0.19％の予想。

07年9月末の不良債権比率は2.3％まで低下。

07年度上期の与信費用は、前年同期比△43億円（△33.5％）の85億円。

07年度の予想与信費用は、160億円（前年度比△17.4％）、与信費用比率は0.19％の予想。

07年9月末の不良債権比率は2.3％まで低下。

（注１）与信費用＝不良債権処理額＋一般貸倒引当金繰入額－貸倒引当金戻入益（特別利益）
（注２）与信費用比率＝与信費用÷貸出金平残
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（単位：億円）

06上期 07上期

（実績） （実績） 増減

中間純利益 312 340 ＋28

9.2% 9.5% ＋0.3％ROE(中間純利益ﾍﾞｰｽ)

1. 当行の業績

(6) 当期（中間）純利益

07年度上期の中間純利益は、340億円（前年同期比＋28億円、＋8.9％）。

07年度の予想は、675億円と前年度比＋17億円（＋2.5％）。

07年度のＲＯＥは、9％台半ばを見込む。

07年度上期の中間純利益は、340億円（前年同期比＋28億円、＋8.9％）。

07年度の予想は、675億円と前年度比＋17億円（＋2.5％）。

07年度のＲＯＥは、9％台半ばを見込む。

前年同期との比較

「中間純利益」の増減要因
実質業務純益の増加：+44億円
与信費用の減少：+43億円
株式関係利益の減少：△33億円

（注）ＲＯＥ ＝ 当期純利益 ÷ 純資産（平均）
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１. 当行の業績

(7) 資本の状況

07年9月末（連結ベース）：Tier1比率10.33%、自己資本比率は10.79%。

ストレス・テストを踏まえた一定のバッファーを確保した上で、リスク種類別、部門別に資本配賦を行い、
厳正なリスク・リターンの管理を実施。

07年9月末（連結ベース）：Tier1比率10.33%、自己資本比率は10.79%。

ストレス・テストを踏まえた一定のバッファーを確保した上で、リスク種類別、部門別に資本配賦を行い、
厳正なリスク・リターンの管理を実施。

（注）①市場リスク： 預貸金・満期保有債券の金利変動リスク、投資有価証券の価格変動リスク
②オペリスク等： オペリスク、流動性リスク等
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1. 当行の業績

(8) 部門別資本利益率

配賦資本額に対する利益率は、全部門合計で16％の見込み（アセットビジネスのみ）。目標とするＲＯＥ水準や株主資本
コストを上回る収益性を確保。

部門別資本利益率は、コアビジネスである個人および法人部門ともに高い収益性を示しており、引き続き両部門への経
営資源投下による収益増加を目指す。

配賦資本額に対する利益率は、全部門合計で16％の見込み（アセットビジネスのみ）。目標とするＲＯＥ水準や株主資本
コストを上回る収益性を確保。

部門別資本利益率は、コアビジネスである個人および法人部門ともに高い収益性を示しており、引き続き両部門への経
営資源投下による収益増加を目指す。

（注１）各円下の数値＝部門別利益（億円、税引き後ベース、07下期計画値を年ベースに換算）
（注２）部門別利益額は、各部内の信用コスト控除後利益×（1-税率40％）で算出。
（注３）資本コストは、１０年国債利回り（1.5％）＋リスク・プレミアム（5.0％）により算出

部門別の対配賦資本利益率
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1. 当行の業績

(9) 株主への利益還元策

配当性向： 1.5円の増配により、07年度は23.3％へ上昇する見込み。

株主還元率： 目標を30％ から40％へ引上げており、積極的な自己株式取得を実施。07年度の株主還元率は50％程
度となる見込み。

配当性向： 1.5円の増配により、07年度は23.3％へ上昇する見込み。

株主還元率： 目標を30％ から40％へ引上げており、積極的な自己株式取得を実施。07年度の株主還元率は50％程
度となる見込み。

（注） 07年度予想は、07年度の当期純利益が公表予想利益となった場合。

株主還元率の推移
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２．営業実績
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2. 営業実績

(1) 個人ローン残高の推移

07年9月末：競争環境は激化するも、個人ローン残高は堅調に推移（前年同期末比＋8.0％）。

住宅ローンは前年同期末比＋10.2％、アパートローンは前年同期末比＋4.9％。

07年9月末：競争環境は激化するも、個人ローン残高は堅調に推移（前年同期末比＋8.0％）。

住宅ローンは前年同期末比＋10.2％、アパートローンは前年同期末比＋4.9％。
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14

2. 営業実績

(2) 法人等向け融資残高の推移

07年9月末：法人等向け融資残高は、前年同期末比＋2.1％増加（＋1,036億円）。

中小企業向け融資についても、増加基調を維持（前年同期末比＋3.3％）。

07年9月末：法人等向け融資残高は、前年同期末比＋2.1％増加（＋1,036億円）。

中小企業向け融資についても、増加基調を維持（前年同期末比＋3.3％）。

（注）その他は公共及び公共関連貸出。
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(単体ﾍﾞー ｽ)

中小企業向け

大中堅企業向け

+8.6%

+2.1%

+3.3%

+4.6%

+12.4%

+4.7%

△11.7%

+6.3%

その他
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2. 営業実績

(3) 預金残高の推移

07年9月末：預金残高は前年同期末比＋3.8％と、増加基調を維持。

流動性預金比率は66.2％と、地銀トップの水準を維持。（地銀平均は約52％）

07年9月末：預金残高は前年同期末比＋3.8％と、増加基調を維持。

流動性預金比率は66.2％と、地銀トップの水準を維持。（地銀平均は約52％）

（注１）流動性預金＝当座＋普通＋貯蓄＋通知＋別段＋納税（ＮＣＤ含まず、外貨・非居住者円預金含む）
（注２）固定性預金＝定期預金（外貨・非居住者円預金含む） ＜特別国際金融取引勘定を除く国内店分＞

55,795 55,512 59,120 61,814 63,881

34,583 32,509
31,800

31,165
32,668

92,979
90,921

88,021
90,378

96,549

61.7% 63.1%
65.0% 66.2%66.5%
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預金残高の推移 (単体)

流動性預金

固定性預金

流動性預金比率

（末残、億円）

+4.5%
+6.5%

+3.2%△2.6%

△6.0%

+2.2%

△2.1%

△0.5%

△2.0%

+3.3%

+3.8%

+4.8%

（年/月）
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2. 営業実績

(4)預金・貸出金利回りの推移（国内業務部門）

07年度第2四半期：貸出金利回りは2.20％へ上昇、預貸金利回り差1.97％まで拡大。（ほぼ、期初計画通りの進捗）

07年度下期予想：1月の政策金利引き上げを見込み、貸出金利回りは2.25％、預貸金利回り差1.98％を予想。（利上
げが無かった場合でも、同程度の預貸金利回り差を確保できる見通し。）

07年度第2四半期：貸出金利回りは2.20％へ上昇、預貸金利回り差1.97％まで拡大。（ほぼ、期初計画通りの進捗）

07年度下期予想：1月の政策金利引き上げを見込み、貸出金利回りは2.25％、預貸金利回り差1.98％を予想。（利上
げが無かった場合でも、同程度の預貸金利回り差を確保できる見通し。）
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0.01 0.08

0.10

0.15
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2. 営業実績

(5)役務取引等収益の推移（国内業務部門）

07年度上期の役務取引等収益は、前年同期比+13億円（+5.6％）

このうち、投資型商品関連収益が順調に増加（前年同期比+23.4％）

07年度上期の役務取引等収益は、前年同期比+13億円（+5.6％）

このうち、投資型商品関連収益が順調に増加（前年同期比+23.4％）

（注）役務取引等収益額は役務取引等費用控除前のグロス収益
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22 23 23 23 24

20 21 22 22

53 46 44
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(単体ﾍﾞー ｽ)

為替業務

ATM関連

口座振替

その他

シ・ローン
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+0.7％

+5.6％
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2. 営業実績

(6)  個人向け投資型商品残高・収益の推移

07年度上期：個人向け投資型商品残高は堅調に推移し、1兆4千億円台へ。個人向け投資型商品比
率は16.1％に上昇。

個人向け投信・年金保険収益は、66億円と高水準を維持。

07年度上期：個人向け投資型商品残高は堅調に推移し、1兆4千億円台へ。個人向け投資型商品比
率は16.1％に上昇。

個人向け投信・年金保険収益は、66億円と高水準を維持。

（注）投資型商品比率＝個人投資型商品末残÷（個人円貨預金末残＋
個人投資型商品末残）
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公共債
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外貨預金

投資型商品比率

（％）
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2. 営業実績

(7) 私募債・シンジケートローンの推移

07年度上期：私募債は前年同期比で、残高・件数共に増加。

シンジケートローンは、アレンジ件数、アレンジ金額共に減少するも、手数料額は前年同期と同水準を確
保。

07年度上期：私募債は前年同期比で、残高・件数共に増加。

シンジケートローンは、アレンジ件数、アレンジ金額共に減少するも、手数料額は前年同期と同水準を確
保。

(注）シンジケートローンには、コミットメントライン関連手数料を含む
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2. 営業実績

(8) 神奈川県内シェアの推移

07年9月末：貸出金シェアは28.9％（前年同期末比+0.7％）、預金シェアは22.6％（前年同期末比
+0.1％）。

大手４グループがシェアを失う中、当行は着実にシェアアップを実現。

07年9月末：貸出金シェアは28.9％（前年同期末比+0.7％）、預金シェアは22.6％（前年同期末比
+0.1％）。

大手４グループがシェアを失う中、当行は着実にシェアアップを実現。

（注）シェアは郵貯・信組・農協を含まないベース（当行調べ）
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当行　預金シェア

大手４ｸﾞﾙｰﾌﾟ　貸出金シェア

大手４ｸﾞﾙｰﾌﾟ　預金シェア

45.0
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有価証券ポートフォリオの推移
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999

1,114

528256
312

3,193
2,870

4,458

582

464799
195

249

273365

2,630

1.9
2.1

2.4

0

5,000

10,000

05/9 06/9 07/9

単位：億円
（時価ベース、

連結）

-5.0

-4.5

-4.0

-3.5

-3.0

-2.5

-2.0

-1.5

-1.0

-0.5
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地方債

単位：年

デュレーション

国債

その他

金融債

9,508
（評価差損△14）

政保債・

公社債

9,860
（△72）

10,174
（△56）

事業債

2. 営業実績

(9) 有価証券ポートフォリオの推移

金利上昇へ備え、デュレーションを2年前後でコントロール。国内の安全資産中心の運用により、健全なポートフォリオを構築。

米国サブプライム住宅ローン関連の運用資産はなし。

金利上昇へ備え、デュレーションを2年前後でコントロール。国内の安全資産中心の運用により、健全なポートフォリオを構築。

米国サブプライム住宅ローン関連の運用資産はなし。

（注1）残高および評価損益は、その他有価証券で時価があるもののうち、株式を除く。
（注2）デュレーションには、外債、投資信託などは含まない。

国内

2,122
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217

うち、152億円は日本企
業発行の事業債
うち、65億円は外国国
債・政府機関債など

27銘柄へ
分散投資

2,870億円

ABS(住宅ローン)

ABS(その他)

投信等

外債
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３．経営戦略・営業戦略
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3. 経営戦略・営業戦略

(1) 店舗戦略 ～ その1 神奈川県内における出店戦略 ～

横浜市内で人口増加が顕著な港北ニュータウン地区（都筑区）、横浜みなとみらい地区（西区）において、
個人特化型店舗を相次いで出店。

ブランド戦略と併せ、転入者の取り込みを行い、県内における顧客基盤の増強を図る。

横浜市内で人口増加が顕著な港北ニュータウン地区（都筑区）、横浜みなとみらい地区（西区）において、
個人特化型店舗を相次いで出店。

ブランド戦略と併せ、転入者の取り込みを行い、県内における顧客基盤の増強を図る。

●相次ぐ大型ＳＣ、マンションの建設により、
人口が増加

●地下鉄新線開通予定（08年春）

神奈川県神奈川県

東京都東京都

横浜銀行 本店

（07/11）
仲町台支店開設

（08年春）
北山田支店開設予定

（08/1予定）
みなとみらい支店開設

人口の伸び率（02/9時点の人口を100とした場合）

100

105

110

02/9 03/9 04/9 05/9 06/9 07/9

都筑区　112.4

横浜市　103.7

神奈川県　103.1

西区　109.1

港北ニュータウン地区（都筑区）

●ベイエリアの高層マンション建設により、高
額所得者層が流入

みなとみらい地区（西区）
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3. 経営戦略・営業戦略

05年度から出店してきた東京西南部5か店での貸出は、前年同期末比で260億円増加。（法人向け総
貸出の増加額1,035億円に対する寄与度大）

地域の中小企業向け貸出増強に注力し、当行平均を上回る収益性を確保。

05年度から出店してきた東京西南部5か店での貸出は、前年同期末比で260億円増加。（法人向け総
貸出の増加額1,035億円に対する寄与度大）

地域の中小企業向け貸出増強に注力し、当行平均を上回る収益性を確保。

(1) 店舗戦略 ～ その2 東京西南部への進出 ～

～07年度上期平均貸出金利回り比較～

東京西南部５か店： ２．４４％

全店平均 ： ２．１６％

収益性について

貸出先の規模別内訳
（残高ベース）

大中堅

企業

 19%

個人 4%

中小企業 77%

(07年09月時点)

貸出残高の推移
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839
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(末残：億円)

品川・大森 五反田駅前

(年/月)

田町 恵比寿

+ 260
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3. 経営戦略・営業戦略

(2) 中計基本テーマ①：提携戦略 ～その１ 地方銀行との連携（全体図）～

地域内での競合がない地方銀行とヨコの連携を強化。

経営資源の相互補完により、顧客利便性や経営効率の向上を図る。

地域内での競合がない地方銀行とヨコの連携を強化。

経営資源の相互補完により、顧客利便性や経営効率の向上を図る。

ATM提携

ATM提携 システム共同利用

地域金融マーケティング研究会

地域金融マーケティング研究会メンバーの
京都・西日本ｼﾃｨを除いた10行 （青森・
秋田・荘内・岩手・千葉興業・北越・福井・
池田・四国・愛知）

NTTデータが構築・運営する地銀共同セン
ターとの共同開発

専用投資信託取扱 システム共同開発（※2）

北陸銀行

伊予銀行

七十七銀行

西日本ｼﾃｨ銀行

東京都民銀行

群馬銀行

常陽銀行

中国銀行
北海道銀行

横浜銀行

京都銀行

千葉銀行

地銀共同センターの内
地方銀行10行（※1）

（※1）

（※2）
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3. 経営戦略・営業戦略

(2) 中計基本テーマ①：提携戦略 ～その１ 地方銀行との連携（部門別）～

営業分野では、長期的な視点でのマーケティング共同研究にも取組み。

事務システム分野では、システム共同利用を発展させ、各種業務の共通化も検討していく。

営業分野では、長期的な視点でのマーケティング共同研究にも取組み。

事務システム分野では、システム共同利用を発展させ、各種業務の共通化も検討していく。

基幹系システムの
共同利用

事務・システム分野

３行共同
利用システム

（名称：MEJAR）

営業店システムやＡＴＭ、

インターネットバンキング等も

共同利用の対象にすることで

合意（07年11月）

共同開発

共同商品

将
来
的
に
各
種
業
務
の

統
一
化
も
可
能
に

営業分野

ATM他行利用手数料優遇 ATM振込手数料優遇

3行のATMで自行と同条件で
出金・振込が可能に

584ヶ所 417ヶ所 107ヶ所

首都圏3行間でのATM提携（07年10月～）

合計1,108ヶ所

「地域金融マーケティング研究会」設立（07年10月）

地域金融に特化した
マーケティング戦略

専門知識や実務経験
を持った人材の育成

共同研究

地域金融マーケティング研究会

地銀11行から1名ずつ
浜銀総合研究所へ派遣

地銀共同センター
（地銀１２行）

事務
・事務マニュアルの統一化
・事務研修の内容共有化
・事務集中業務の共通化

その他業務
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○投資銀行業務

3. 経営戦略・営業戦略

(2) 中計基本テーマ①：提携戦略 ～その２ 他業態との提携～

個人分野、法人分野ともに、ノウハウ・顧客接点の面で補完的な金融機関等と提携。

投資銀行業務提携は下期より業務開始しており、ソリューション提供力の向上と収益力強化を目指して
いく。

個人分野、法人分野ともに、ノウハウ・顧客接点の面で補完的な金融機関等と提携。

投資銀行業務提携は下期より業務開始しており、ソリューション提供力の向上と収益力強化を目指して
いく。

個人部門 法人部門

豊富な顧客基盤

融合

○相続関連業務

＜業務内容＞

・遺言信託

・遺産整理業務

・資産承継プランニング

融合

融合

高
度
な

ノ
ウ
ハ
ウ

多
様
な

顧
客
接
点

高
度
な

ノ
ウ
ハ
ウ

マス・リテール部門

（07年2月開始） （07年8月開始）
あおぞら銀行内に当行行員が常駐する

「横浜デスク」を設置し、07年10月より業務開始

＜業務内容＞
・事業承継
・M&A助言及び買収ファイナンス
・プロジェクトファイナンス組成
・アセットファイナンス組成

・ATM相互開放（07年5月～） ・ATM相互開放（07年10月～）
・更なる業務提携を検討

住友信託銀行の資産承継ﾌﾟﾗ
ﾝﾆﾝｸﾞ業務は来春開始予定

（注）
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3. 経営戦略・営業戦略

採用人数（中計と進捗）

346 390390

342

70

6070

107

449

416

460 450

0

200

400

06 07計画 08計画 09計画

（年度）

（人）

新卒採用

中途採用

346

47

390
以上

07上期実績 入行予定者(内定者)数

(2)中計基本テーマ②：人材投資戦略

09年度末の4,000人体制（実働人員ベース）実現に向けて採用を積極化（上期入行者：新卒346名、
中途採用47名）。

人員数の増加に加え、早期戦力化に向けた人材育成に取り組んでいく。

09年度末の4,000人体制（実働人員ベース）実現に向けて採用を積極化（上期入行者：新卒346名、
中途採用47名）。

人員数の増加に加え、早期戦力化に向けた人材育成に取り組んでいく。

（注）08年度の入行予定者数は、07年11月27日現在の内定者数

実働人員（中計と進捗）

500人

以上

3,449

約4,000

3,000

3,200

3,400

3,600

3,800

4,000

06 07計画 08計画 09計画

（年度）

（人）

3,746

07上期実績
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0
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０７計画 ０８計画 ０９計画 ３年間合計

店舗改装関連

その他（広告等）

営業施策関連

約50億円

約150億円

約60億円

約40億円

（億円）
ブランド戦略にかかる経費計画（＝ＣＳ向上投資）

3. 経営戦略・営業戦略

(2) 中計基本テーマ③：ブランド戦略

中期経営計画「New Horizon」の基本テーマの一つである「横浜ブランドの確立」に向けたブランド戦略を
10月よりスタート。

ブランド戦略に基づいた店舗作りを新設店だけでなく、既存店を含めた全店で展開していく。

中期経営計画「New Horizon」の基本テーマの一つである「横浜ブランドの確立」に向けたブランド戦略を
10月よりスタート。

ブランド戦略に基づいた店舗作りを新設店だけでなく、既存店を含めた全店で展開していく。

ブランドシンボル

・船の前方正面を見上げた
スケール感をイメージ

・向かい合う二つのエレメン
トは、お客さま一人ひとりと
常に向き合い、真摯に耳を
傾けていく姿勢を表す

ブランドスローガン

“Afresh”は「あらたに」「再び」「さらに」を意味し、今ある
ものを「より良いもの」へと高めていく姿勢や動きを表現

リニューアル店舗１号店 妙蓮寺支店



事前に株式会社横浜銀行の許可を書面で得ることなく、本資料を転写・複製し、又は第
三者に配布することを禁止いたします。本資料は情報の提供のみを目的として作成され
たものであり、特定の証券の売買を勧誘するものではありません。本資料に記載された
事項の全部又は一部は予告なく修正又は変更されることがあります。本資料には将来
の業績に関する記述が含まれておりますが、これらの記述は将来の業績を保証するもの
ではなく、経営環境の変化等により、実際の数値と異なる可能性があります。


